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１ 公募型プロボーザルの趣旨 

対象の施設・敷地は、社会福祉施設として建設され、令和４年６月末まで国東市社会福祉

協議会が使用した後、遊休施設となったものです。 

国東市では、社会福祉事業を通じた雇用促進及び地域の活性化を目的として、公募型プロ

ポーザル方式による事業候補者の選定を実施し、施設・敷地の有効活用を図ります。 

 

２ プロポーザルの概要 

（１）名 称 

旧安岐老人憩の家施設等利活用事業者募集に係る公募型プロポーザル 

 

（２）主催者及び事務局 

主催者：国東市 

事務局：国東市役所財政課財産管理係 

【連絡先】〒８７３－０５０３  国東市国東町鶴川１４９番地 

    Tel ：０９７８－７２－５１６５（直通） 

Fax：０９７８－７２－５０２２ 

    E-mail：zaisankanri@city.kunisaki.lg.jp 

※午前９時から午後５時まで（閉庁日を除く） 

 

（３）提案の内容 

・国東市が所有する旧安岐老人憩の家の施設等及び敷地の活用について、事業候補者自身 

による実現性のある具体的な提案を求めます。 

・提案にあたっては、以下の点に留意した適切な事業内容を求めます。 

① 賃貸借契約（詳細は後記「８．（２）賃貸借契約の内容等」のとおり）による引き渡し

後の施設及び敷地の活用方法について提案すること。 

② 事業者は、提案した事業内容に基づき自己資金等で事業を実施すること。 

③ 事業者は、提案した事業について、賃貸借契約締結後から１年以内に着手し、３年以

内に実施すること。 

④ 次のいずれかに該当する社会福祉事業の施設として事業を実施すること。 

ア．児童福祉施設（助産施設、乳児院、母子生活支援施設、児童厚生施設、児童養護施

設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、児童家庭支援センター） 

イ．婦人保護施設、保護施設（救護施設、更生施設、授産施設、宿所提供施設） 

ウ．児童相談所、婦人相談所 

エ．保育所（分園含む）、認定こども園、小規模保育事業所、病児保育事業所、企業主

導型保育事業を行う施設 

オ．次世代育成支援対策推進法第 11条第 1項に規定する交付金に関する省令（平成 17
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年厚生労働省令第 79条）第 1条第 2項に規定する施設 

カ．母子・父子福祉施設、母子健康包括支援センター 

キ．放課後児童健全育成事業を実施するための施設 

ク．社会事業授産施設 

ケ．地域福祉センター、隣保館、生活館 

コ．ホームレス自立支援センター、へき地保健福祉館 

サ．障がい福祉サービス事業を行う事業所（療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行

支援、就労継続支援、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、短所入所、

就労定着支援、自立生活援助、共同生活援助、児童発達支援、放課後等デイサービ

ス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援） 

シ．障がい者支援施設、身体障がい者社会参加支援施設 

ス．児童福祉施設（障がい児入所施設、児童発達支援センター） 

セ．相談支援を行う事業所（障がい者総合支援法及び児童福祉法に規定するもの） 

ソ．移動支援を行う事業所（障がい者総合支援法に規定するもの） 

タ．地域活動支援センター、福祉ホーム、応急仮設施設、地域移行支援型ホーム 

チ．障がい者総合支援法に規定するその他の施設 

 

３ プロポーザルの条件 

（１）プロポーザルの対象とする物件について 

①施設概要 

 〇旧安岐老人憩の家 

・所在地 ：大分県国東市安岐町下山口４６番地  

  ・貸付面積：４０２．３㎡ 

・建  物：鉄筋コンクリート造     面積 ２８９．８㎡ 

  ・その他 ：車庫（鉄筋コンクリート造） 面積 １１２．５㎡ 

   

〇旧ヘルパーステーション        

・所在地 ：大分県国東市安岐町下山口４６番地 

・貸付面積：５９．６㎡ 

・建  物：木造  面積 ５９．６㎡ 

・その他 ：プレハブ倉庫 

 

②立地的特徴 

〇旧安岐老人憩の家は、国東市の南部に位置しています。 

〇交通条件 

・大分空港     ：約  ６．２ｋｍ  
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・国東市役所本庁       ：約 １４．７ｋｍ 

・国東市安岐総合支所   ：約  ０．６ｋｍ  

・国東市民病院         ：約  ４．６ｋｍ  

 

〇最寄りのバス停 

・下山口バス停         ：約  ０．１ｋｍ 

 

〇避難所（２次避難所） 

  ・安岐児童館          ：約  ０．１ｋｍ 

  ・安岐中学校          ：約  ０．６ｋｍ 

・安岐総合支所         ：約  ０．６ｋｍ 

・安岐中央小学校        ：約  ０．７ｋｍ 

・安岐小学校          ：約  ４．４ｋｍ 

 

〇避難所（津波避難所） 

  ・安岐総合支所         ：約  ０．６ｋｍ 

  ・安岐小学校          ：約  ４．４ｋｍ 

 

③その他注意事項 

・都市計画区域外です。 

・上水道及び下水道は整備されています。工業用水、工業排水はありません。 

関係法令の規定に沿って適正に処理、排水してください。 

・都市ガスではありません。 

・土石流、津波、地すべり、がけ崩れ、洪水による浸水の危険区域の災害に関する指定 

はありません。また、危険区域の詳細については国東市総合防災災害ハザードマップ 

をご確認ください。 

・地質についての化学物質等含有の有無確認のための化学的調査及び地盤についての 

沈下等確認のための物理的性状調査はおこなっていません。 

・航空法第４９条の定める円錐表面区域内であり、建築物等に対する高さ制限があり 

ます。 

・対象物件の消防設備保安点検等の施設の法定点検、敷地の管理等を事業者の負担で 

定期的に行う必要があります。 

・国東市では、対象物件、付属工作物、施設内及び敷地内にある電気設備、給排水設 

備照明設備等に係る改修や補修、移設や撤去等の開発行為は行いません。現状のまま、

貸付を行います。対象物件内で、建物の新築、改築又は取壊しをしようとするときは、

計画段階で協議するものとし、建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第６条に基づ
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く建築確認済証の写し、付近見取図、配置図、平面図、立面図、断面図、建築計画概

要書の写しその他市長が必要と認める書類を提出するものとします。 

・国東市では、対象施設内及び対象施設の敷地に存在する備品・物品等の撤去や廃棄等 

を行いません。現状のまま貸付を行います。当該備品・物品等の撤去、廃棄等につい

ては事業者の負担とします。ただし、撤去、廃棄等を行う場合は事前に国東市と協議

をさせていただきます。 

・対象物件は社会福祉施設として建設されています。提案する事業が当該施設にて実 

施できるかは大分県建築住宅課と協議してください。事業者として選定されること

が、当該事業を実施できることを約束・保障するものではありません。 

・国東市消防署と事業内容や利用方法を協議し、消防法に基づき、必要な消防設備を設

置してください。 

・災害時や緊急時の対応について、可能な限り、国東市や地元地域の防災対策や地元地

域の避難について協力をお願いします。 

 

（２）賃料 

賃料は以下の通りです。 

（営利を目的とした利用の場合） 

年額５３８，７００円 

土地： ８９，９００円 

建物：４４８，８００円 

（営利を目的としない利用の場合） 

年額２６５，７００円 

土地： ４４，９００円 

建物：２２０，８００円 

※原則、上記の賃料にて貸付を行います。なお、国東市財産の交換等に関する条例第４

条（１）「他の公共団体その他の公共団体又は公共的団体において公用若しくは公共

用又は 公益事業の用に供するとき。」に該当する場合は、無償貸付又は減額貸付す

ることができる。 

 

○第１種社会福祉事業を行う事業者が借り受ける場合 

賃料：土地と建物ともに無償 

 

○第２種社会福祉事業を行う事業者が借り受ける場合 

賃料は 年額６５，５００円 

土地：１５，７００円 

建物：４９，８００円 
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（３）対象物件の利用に関する条件 

①利用方法 

・事業者は、「２ プロポーザルの概要」の（３）の④に該当する社会福祉事業を行うも

のとし、提案した事業内容に即した利用を行わなければなりません。 

・事業者は、地域住民との交流や連携を大切にし、良好な信頼関係の形成や周辺の居住環

境への影響に配慮してください。 

②認められない利用 

以下の用途での利用は認められません。 

・本公募型プロポーザルの趣旨に沿わない用途 

・公序良俗に反するような用途や公共の福祉に反するような用途 

 

４ 応募者の資格 

（１）応募資格 

応募しようとする者（以下「応募者」という。）は、次に掲げる条件をすべて満たしてい

ることを要件とします。 

なお、対象物件の賃貸借契約から活用に至るまで、応募者は書類提出等の諸手続きを行い、

業務遂行の責を負うものとします。また、以下に掲げる条件をすべて満たしていることを要

件とします。 

①日本国籍を有する個人若しくは国内に本店を有する法人 

②提案した事業内容を、適切に滞りなく、また長期に実施できる者 

③地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する者でな

いこと 

④地方自治法施行令第１６７条の４第２項に基づく市の入札参加制限を受けていない者 

⑤地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３に規定する公有財産に関する事

務に従事する職員でないこと 

⑥会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

及び破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく手続開始の申立てがなされている者で

はないこと 

⑦次に該当する者がいないこと 

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条 

第６号に規定する暴力団員であると認められる者 

・暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に規定する 

暴力団をいう。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者 

・役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与 

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどをしたと認められる者 

・役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど 
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直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認め

られる者 

・無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）

に基づく処分を過去及び現在において受けている団体及びその代表者、主催者また 

はその他の構成員 

⑧国税及び地方税に滞納がないこと 

⑨個人が応募する場合は成年被後見人若しくは被保佐人でないこと又は破産者であった

者は既に復権を得ていること 

⑩宗教活動・政治活動を主に行う事業者でないこと 

 

（２）応募者の変更 

プロポーザル参加申込書を一度提出された後は、応募者の構成人数を問わず、応募者の変

更は原則として認められません。  

 

（３）応募資格の喪失 

次の事項に該当していることが判明した場合、その時点で国東市は当該応募者の応募資

格を喪失させます。 

①前記「４ 応募者の資格」（１）の条件に反した場合 

②応募提出書類に不備又は虚偽の記載があった場合 

③応募者による提案事業遂行が困難であると判断される事実が判明した場合 

④その他公正な審査に影響を与える行為があった場合 

 

５ プロポーザルの手続き 

（１）基本的な考え方 

選定に当たっては、公募型プロポーザル方式により、対象物件についての活用の提案の内

容及び応募者の事業主体としての実績、経営基盤等を総合的に審査します。最も優れた評価

を得た応募者を事業候補者として決定し、当該事業候補者と賃貸借契約等についての手続

きを進めます。 

（２）スケジュール 

内  容 日  程 

プロポーザル公告日 令和 ６年 １１月２１日（木） 

応募期間 
令和 ６年 １１月２２日（金） 

～ 令和 ６年 １２月２０日（金） 

質問の受付期間 
令和 ６年 １１月２２日（金） 

～ 令和 ６年 １２月６日（金） 
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質問に対する回答期限 令和 ６年 １２月１３日（金） 

現地説明会 

令和 ６年 １１月２２日（金） 

～ 令和 ６年 １２月６日（金） 

※受付期限  

令和 ６年 １１月２９日（金）午後５時００分まで 

審査会 令和 ７年 １月８日（水） 

審査結果通知 審査会終了日の翌日以降 

賃貸借契約に関する手続き等 審査結果通知が届いた日以降 

契約 契約についての協議成立後 

 

（３）留意事項 

①応募者は、応募書類の提出をもって本公募型プロポーザル実施要領の記載内容を承諾

したものとみなします。 

②応募に必要な一切の費用は、応募者の負担とします。 

③一度提出した書類の訂正・変更等は原則認められません。ただし、誤字の修正等、国東

市が必要と認めるときは、この限りではありません。 

④提出書類における使用言語は日本語、単位はメートル法、通貨は日本円とします。 

 ⑤下記に定める書類のほか、事務局が必要とする書類の提出を求めることがあります。 

⑥応募者が提出した書類の著作権は、それぞれの応募者に帰属します。提出書類に記載さ

れた情報は、審査その他の事務手続きを実施する目的以外に、応募者に無断で使用する

ことはありません。 

⑦市は、審査手続に係る事務の遂行上必要な範囲において、提出書類の複製を作成するこ

とができるものとします。また、選定手続の経過及び選定結果の公表のため必要と認め

るときは、提出書類の全部又は一部を無償で使用できるものとします。 

⑧提出書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

 

（４）応募の手続き 

①関連資料の公表・配布 

・配布期間：令和６年１１月２２日（金）～令和６年１２月２０日（金） 

・資料入手先：国東市のホームページ  ＜https://www.city.kunisaki.oita.jp＞ 

において、ダウンロードすることができます。 

・配布資料 

ア 実施要領 



8 

イ 応募書類様式 

ウ 位置図等 

エ 審査項目・配点表 

 

②応募書類の受付 

プロポーザルに参加を希望する者は、応募書類一式を持参または郵送により事務局に

提出してください。なお、郵送の場合は書留等、発送記録が残る方法でお願いします。 

・受付期間：令和６年１１月２２日（金）～ 令和６年１２月２０日（金）  

・受付時間：午前８時３０分から午後５時まで 

※持参又は郵送いずれの場合にあっても、令和６年１２月２０日（金）の午後５時ま

で必着とします。 

③応募書類 

 下記の書類を提出してください。 

提出書類 提出部数 

①応募申込書（様式１） 

正本１部、副本６部

（副本は複写可能）

とし計７部を提出

する 

②法人概要書（様式２－１） 

※法人の場合のみ 

・企業パンフレット等があれば補足資料として添付してください 

団体概要書（様式２－２）※団体の場合のみ 

③法人登記事項証明書（原本のみ） 

 ・履歴事項全部証明書又は現在事項証明書 

 ※告示日以降発行のもの 

団体の証明できる書類（原本のみ） 

※告示日以降発行のもの 

④印鑑証明書 

（原本のみ。告示日以降のもの） 

⑤定款（写し可） 

⑥国税（法人税と消費税）、地方税（地方消費税）及び市町村税につ

いて滞納がないことを証する書類 

 ・過年度分も含めて未納がないことを証明するもので、告示日以

降発行のもの 

 ・国税、地方税の書類は写し可、市町村税の書類は原本のみ 

⑦決算報告書（写し可） 

 ・決算書類（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書） 

直近３期分 

⑧誓約書（様式３） 
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⑨計画提案書（様式４） 

 ・計画提案書に様式の定めはありません。任意の形式で作成して

ください。 

 ・参考として様式４を示します。様式４の冒頭に計画提案書作成

の留意事項を掲げていますので併せて参考にしてください。 

 ・必要に応じて図面等の資料を添付してください。 

 ・複数案の計画提案はできません。 

 

・様式があるものを除き、作成ができない書類がある場合は当該書類に準じたものを 

提出してください。 

 

④参加辞退 

応募書類提出後に辞退をする場合は、辞退届（様式５）を事務局まで提出してください。 

 

⑤質問の受付及び回答 

・受付期間：令和６年１１月２２日（金）午前９時００分 

～令和６年１２月６日（金）午後５時００分まで 

・質問方法：質問書（様式６）を使用し、持参、郵送、FAX または E メールで事務局

あてに送付してください。口頭、電話による質問は一切受け付けません。 

・回答：令和６年１２月１３日（金）までに、質問者に対して回答します。 

 

⑥参加資格審査結果通知書 

・応募者について、参加資格を有しているかを審査し、その結果を参加資格審査結果通

知書（様式８）により通知いたします。この結果についての問い合わせ及び異議申し

立てについては応じません。 

 

６ 現地説明会 

 応募にあたり、現地説明を希望される場合は、現地説明会参加申込書（様式７）に必要事

項を記入のうえ、持参、郵送、FAX または E メールで下記期限までに事務局にご連絡くだ

さい。日程調整のうえ、ご案内いたします。 

  ・受付期限：令和６年１１月２９日（金）午後５時００分まで 

  ・実施期間：令和６年１１月２２日（金）～令和６年１２月６日（金） 

   

７ 審査会 

（１）審査方法 

・事務局にて応募書類の確認を行い、書類に不備がある場合には、期間を定めて補正や追

加の提出等をお願いすることがあります。また、明らかに条件を満たしていない場合や
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この公募型プロポーザルの趣旨に反している内容の場合は、応募者に連絡のうえ、書類

を受理しないものとします。 

・応募期間内に計画提案書類を提出した参加資格を有する応募者を対象に、計画提案内容

についての審査会を実施します。本審査会にて応募者に計画提案内容についてのプレ

ゼンテーションを行っていただきます。 

・プレゼンテーションは応募者からの説明を２０分、質疑応答を１０分の計３０分で行い

ます。 

・審査は「旧安岐老人憩の家施設等利活用事業者募集に係る公募型プロポーザル審査項

目・配点表」に基づき、審査委員において審査を実施します。審査後、審査結果の集計

を行い、最高得点を得た応募者を事業候補者に選定します。ただし、最低基準点（各審

査委員の審査合計点の６割）以上を得ることが条件です。なお、応募者が１者である場

合も審査会は実施し、その場合も最低基準点（各審査委員の審査合計点の６割）以上を

得ることを事業候補者の選定に係る条件とします。 

 

【審査会の実施日時、場所】 

・実施日時：令和７年１月８日（水）１３：３０～ 

  ・実施場所：国東市役所３階 防災対策本部室１ 

 

（２）審査結果 

・審査結果は、国東市ＨＰにて公表を行います。 

 ・審査会では提案された事業内容等に関して法令に基づく許認可等の可否について審査

するものではありません。そのため、本審査結果も許認可等を保証するものではありま

せん。 

・審査の内容及び他の応募者に係る審査結果についての問い合わせ及び異議申し立てに

は応じません。 

 

８ 事業候補者選定後の手続き 

（１）賃貸借契約に関する手続き 

国東市は、審査会において最高得点を得て事業候補者に選定された者と対象物件につい

ての賃貸借契約締結に向けた協議や手続きを開始します。 

 

（２）賃貸借契約の内容等 

 ①本件特記事項について 

  ・定期建物賃貸借契約の設定 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の５第１項、第４項、第６項の

規定及び借地借家法第３８条（平成３年法律第９０号）に基づく普通財産にかかる定
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期建物賃貸借契約を締結します。事業者は、市と協議の上、提案した計画内容に基づ

いて、事業を行うものとします。 

・賃貸借契約の期間 

契約期間は５年とします。 

・賃料 

前記３「プロポーザルの条件」、（２）「賃料」のとおりです。 

・賃料の支払 

賃料の支払は市が定める方法により当該年度分の賃料を、市が発行する納入通知

書により支払うものとします。 

・市の承諾が必要な事項 

次の行為については 、市の書面による承諾が必要です。 

・土地の転貸および建物等の譲渡または賃貸をするとき 

・事業者が市に提出した事業計画書の内容を変更するとき 

・その他、市が必要であると認める事項 

・市の契約解除権および違約金 

市は、事業者が指定期日までに事業を行わなかった場合など、契約条件等に違反等

したとき、催告によらず契約を解除できるものとします。なお、契約違反等の理由に

より、事業者との契約を解除したときは、違約金として賃料の１年分に相当する額を

徴収します。 

・公用又は公共用に供するための契約の解除等 

市は、公用又は公共用に供するために必要を生じたときは、地方自治法第２３８条

の５第４項の規定に基づき本契約を解除することができるものとします。この場合

において、事業者に損失が生じた場合でも、事業者は、市に対し，その補償を請求す

ることができません。 

・土地及び建物の引渡し 

土地及び建物の引渡し時期については、事業者と協議の上決定します。この引渡し

に先立ち、事業者との間で賃貸借契約を締結していただきます。 

・損害賠償 

事業者が、土地及び建物の使用により市に損害を与えたときは、損害賠償金を支払

うものとします。市以外の第三者に損害を与えた場合は、事業者は自己の費用と責任

でこれを解決するものとし、市が第三者に賠償したときは、事業者は、これを市に支

払って頂きます。 

・瑕疵担保 

事業者は、定期建物賃貸借契約にかかる土地及び建物に契約不適合があることを

発見しても、賃料の減額、損害賠償の請求、追完請求、代金減額請求、その他の請求

及び契約の解除をすることができないものとします。 
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・電気・上下水道・照明設備等の工事・改修・修繕、立木・工作物の撤去・移設及び改

修、その他開発行為等を行う場合は対象物件の引渡し後に事業者の責任と負担で行

ってください。 

・事業者は、賃貸借契約締結の日から起算して３年以内に、操業を開始しなければなり

ません。 

・事業者は、やむを得ない事情により、３年以内の操業が開始できない場合や、応募時

に提案した事業内容を変更する場合には、事前に文書により国東市に申請し、承認を

得てください。ただし、この公募型プロポーザルの趣旨を損なうような変更は認めら

れません。 

・事業者となることが著しく不適当と認められる事情が生じた場合、事業者としての資

格を取り消し、契約を解除します。 

・事業者としての決定を受けられないことにおいて生じる一切の損害や賠償等につい

て、国東市は責任を負いません。 

・施設の維持管理に伴う光熱水費や燃料費、修繕費用及び消防設備保安点検等の施設の 

法定点検や検査、敷地の管理等は事業者の負担とします。また、施設内の物品の移設

や撤去をする場合は、国東市と十分に協議を行い、国東市の承諾を得た上で実施する

こととし、これに要する費用についても事業者の負担とします。 

  ・国東市は、契約の履行状況を確認するため、調査し、または事業者から必要な報告を

求めることができるものとします。この際、事業が提案内容と比較し著しく異なるも

のと認められる場合等は、契約を解除できるものとし、原状回復により返還するもの

とします。これらに要する経費については、事業者の負担とし、一切の損害や賠償等

について、国東市は責任を負いません。 

  

②その他契約手続きや内容等について 

  ・事業者は契約期間中、提案内容に即した土地利用を行わなければなりません。 

  ・その他本件賃貸借契約に関する手続きや内容等については、国東市財産の交換等に 

関する条例（平成１８年国東市条例第７７号）、国東市公有財産規則（平成１８年国

東市規則第７３号）、国東市契約規則（平成１８年国東市規則第７１号）及びその他

関係法令に基づいておこないます。 

  ・当該施設・敷地に係る具体的な貸付範囲については、契約時に協議するものとします。 


